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 公印省略 
６疾病第２１７７号   
令和６年９月１８日   

 
 
 福岡県医師会長  殿 
 
 

福岡県保健医療介護部長  
（がん感染症疾病対策課）      

 

 

長期収載品の選定療養における肝炎治療特別促進事業の助成対象について 
 
 

本県の保健医療行政の推進につきましては、日頃から御理解と御協力を賜り厚く

お礼申し上げます。 
 さて、長期収載品の処方等又は調剤については、令和６年１０月１日から、医療

上必要があると認められる場合や、保険医療機関又は保険薬局における後発医薬品

の在庫状況等を踏まえ、後発医薬品を提供することが困難な場合は、引き続き保険

給付となります。それ以外の場合に患者が長期収載品を希望する場合は、選定療養

の対象とすることとされているところ、肝炎治療特別促進事業の対象医療であるＢ

型慢性肝疾患に対する核酸アナログ製剤の「バラクルード錠 0.5mg（成分名：エン

テカビル水和物）」もその対象医薬品とされています。 
長期収載品の選定療養における特別の料金は保険給付の対象には含まれないこ

とから、保険適用となっている医療を助成の対象とする肝炎治療特別促進事業にお

いて、当該料金は助成対象には含まれないこととなります。つきましては、本内容

を御了知の上、貴会会員に対する周知をお願いいたします。 
なお、詳細につきましては別紙（厚生労働省事務連絡）をご参照ください。 

  
（参考） 

厚生労働省ホームページ （後発医薬品のある先発医薬品（長期収載品）の選定療

養について） 
 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39830.html 
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長期収載品の選定療養における肝炎治療特別促進事業の助成対象について 

 

 

今般、厚生労働省より各都道府県衛生主管部（局）に対し、標記の事務

連絡がなされ、本会に対しても情報提供がありました。 

本事務連絡は、肝炎治療特別促進事業の対象医療である B 型慢性肝疾患

に対する核酸アナログ製剤の「バラクルード錠 0.5 ㎎（成分名：エンテカ

ビル水和物）」について、患者が長期収載品（先発品）を希望する場合は、

医療上の必要がある場合等を除き、通常の一部負担金に加え、特別の料金

が徴収されますが、特別の料金については、保険給付の対象には含まれず、

肝炎治療特別促進事業の助成対象には含まれないという内容です。 

事務連絡掲載の厚生労働省ホームページにもありますが、医療機関・薬

局ならびに患者のみなさまへのリーフレットを添付いたしますので、併せ

てご確認いただきますようお願いいたします。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市

区医師会及び関係医療機関に対する情報提供のほどお願い申し上げます。 

 



事 務 連 絡 

令 和 ６ 年 ９ 月 ４ 日 

 

    

各関係団体等 御中 

    

  

 

厚生労働省健康・生活衛生 局  

がん・疾病対策課肝炎対策推進室  

 

 

 

長期収載品の選定療養における肝炎治療特別促進事業の助成対象について 

 

標記について、別添写しのとおり、各都道府県衛生主管部（局）宛て通知しま

したので、貴会会員への周知をお願いいたします。 
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事 務 連 絡 

令 和 ６ 年 ９ 月 ４ 日 

 

各都道府県衛生主管部（局）御中 

 

厚生労働省健康・生活衛生 局  

がん・疾病対策課肝炎対策推進室 

 

 

長期収載品の選定療養における肝炎治療特別促進事業の助成対象について 

 

 

長期収載品（後発医薬品のある先発医薬品（昭和42年９月30日以前の薬事法

（現行の医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（昭和35年法律第145号））の規定による製造の承認がされた医薬品であって、

価格差のある後発医薬品があるもの（いわゆる「準先発品」）を含む。）をいう。

以下同じ。）の処方等又は調剤については、令和６年10月１日から、医療上必要

があると認められる場合や、保険医療機関又は保険薬局における後発医薬品の

在庫状況等を踏まえ、後発医薬品を提供することが困難な場合は、引き続き保険

給付としつつ、それ以外の場合に患者が長期収載品を希望する場合は、選定療養

の対象とすることとされているところ、肝炎治療特別促進事業の対象医療であ

るＢ型慢性肝疾患に対する核酸アナログ製剤の「バラクルード錠0.5mg （成分名：

エンテカビル水和物）」もその対象医薬品とされています。 

長期収載品の選定療養における特別の料金（当該長期収載品の薬価から、当該

長期収載品の後発医薬品のうち最も薬価が高いものの薬価を控除して得た価格

に４分の１を乗じて得た価格）は保険給付の対象には含まれないことから、保険

適用となっている医療を助成の対象とする肝炎治療特別促進事業において、当

該料金は助成対象には含まれないこととなりますので、本内容を御了知の上、本

事業の対象患者、貴管下の医療機関及び薬局宛てに周知いただきますようお願

いいたします。 

なお、本事務連絡の写しについては、別記の関係団体宛に通知しますので、念

のため申し添えます。 

 

（参考）厚生労働省ホームページ 

○後発医薬品のある先発医薬品（長期収載品）の選定療養について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39830.html 



 

別記 

 

公益社団法人日本医師会     

公益社団法人日本薬剤師会    

一般社団法人日本病院会     

公益社団法人全日本病院協会   

一般社団法人日本医療法人協会  

一般社団法人日本病院薬剤師会    

一般社団法人日本肝臓学会    

一般財団法人日本消化器病学会  

 

 



長期収載品の処方等又は調剤をする場合は、医療上の必
要がある場合等を除き、通常の一部負担金（１～３割）
に加え、特別の料金を徴収 していただきます。
長期収載品に比べて安価な後発医薬品の推奨をお願いしま
す。

令和６年10月からの
医薬品の自己負担の新たな仕組み
～ 長期収載品の選定療養について ～

医療機関・薬局のみなさまへ

Q＆A
Q1. 医療上の必要があると認められるのは、どのような場合ですか。

A. 医師又は歯科医師において、次のようなケースで、長期収載品の処方等又は調剤をする医療上の
必要があると判断する場合です。
① 長期収載品と後発医薬品で薬事上承認された効能・効果に差異がある場合であって、その患
者の疾病の治療のために必要な場合

② その患者が後発医薬品を使用した際に、副作用があったり、先発医薬品との間で治療効果に
差異があったと判断する場合であって、安全性の観点等から必要な場合

③ 学会が作成しているガイドラインにおいて、長期収載品を使用している患者について後発医薬
品へ切り替えないことが推奨されている場合

④ 後発医薬品の剤形では飲みにくい、吸湿性により一包化できないなどの場合（単に剤形の好
みという理由では認められません。この場合の判断は薬剤師が行うこともできます）

※このほか、流通の問題などにより、医療機関や薬局に後発医薬品の在庫がない場合には、「特別
の料金」を徴収する必要はありません。

Q2. 国や地方単独の公費負担医療制度により一部負担金の助成を受けている患者が、使用感や味
など、単にその好みから長期収載品を希望した場合は、特別の料金を徴収することになりますか。

A. 特別の料金を徴収することになります。

Q3. 生活保護を受給している患者が、単にその好みから長期収載品を希望した場合は、特別の料金
を徴収することになりますか。

A. 生活保護受給者である患者には、単にその嗜好から長期収載品を希望した場合であっても、後発
医薬品を処方等又は調剤することとなります。そのため、特別の料金を徴収するケースは生じません。

制度の詳細について

※ＱRコードから厚生労働省
ＨＰの関連ページに
アクセスできます。

◆後発医薬品のある先発医薬品のことを長期収載品と呼びます。
◆このうち、一定の条件を満たした品目が特別の料金の対象となります。対象品目はHPをご確認下さい。

参考



後発医薬品(ジェネリック医薬品)があるお薬で、
先発医薬品の処方を希望される場合は、
特別の料金をお支払いいただきます。

この機会に、後発医薬品の積極的な利用を
お願いいたします。

• 後発医薬品は、先発医薬品と有効成分が同じで、同じように使っていただけるお薬
です。

• 先発医薬品と後発医薬品の薬価の差額の４分の１相当を、特別の料金として、
医療保険の患者負担と合わせてお支払いいただきます。

• 先発医薬品を処方・調剤する医療上の必要があると認められる場合等は、特別の
料金は要りません。

令和６年10月からの
医薬品の自己負担の新たな仕組み

患者のみなさまへ

後発医薬品について
後発医薬品（ジェネリック医薬品）

に関する基本的なこと

新たな仕組みについて
特別の料金の対象となる
医薬品の一覧などはこちらへ

※ＱRコードから厚生労働省ＨＰの関連ページにアクセスできます。

将来にわたり国民皆保険を守るため
皆さまのご理解とご協力をお願いいたします

参考



先発医薬品と後発医薬品の価格差の４分の１相当を特別の料金としてお支払いいただきます。
例えば、先発医薬品の価格が1錠100円、後発医薬品の価格が1錠60円の場合、
差額40円の4分の1である10円を、通常の1～3割の患者負担とは別にお支払いいただきます。

Q1. すべての先発医薬品が「特別の料金」を支払う対象となりますか。

A. いわゆる長期収載品（ちょうきしゅうさいひん）と呼ばれる、同じ成分の後発医薬品がある先発医薬品
が対象となります。

Q2. なぜ「特別の料金」を支払わなくてはいけないのですか。

A. みなさまの保険料や税金でまかなわれる医療保険の負担を公平にし、将来にわたり国民皆保険を守っ
ていくため、国は、価格の安い後発医薬品への置き換えを進めています。そのため、医療上の必要性が
ある場合等を除き、より価格の高い一部の先発医薬品を希望される場合には、「特別の料金」として、
ご負担をお願いすることとなりました。これにより、医療機関・薬局の収入が増えるわけではなく、保険給
付が減少することにより医療保険財政が改善されますので、ご理解とご協力をお願いします。

Q3. どのような場合に「特別の料金」を支払うことになりますか。

A. 例えば、“使用感”や“味”など、お薬の有効性に関係のない理由で先発医薬品を希望する場合に「特
別の料金」をご負担いただきます。過去に当該後発医薬品において副作用が出たことがある場合等は、
医師、歯科医師、薬剤師等にご相談ください。

Q4. 流通の問題などにより、医療機関や薬局に後発医薬品の在庫がない場合には「特別の料金」が発
生しますか。

A. 流通の問題などにより、医療機関や薬局に後発医薬品の在庫がない場合には、「特別の料金」を支払
う必要はありません。

Q＆A

※「特別の料金」は課税対象であるため、消費税分を加えてお支払いいただきます。
※端数処理の関係などで特別の料金が4分の1ちょうどにならない場合もあります。詳しくは厚生労働省HPをご覧ください。
※後発医薬品がいくつか存在する場合は、薬価が一番高い後発医薬品との価格差で計算します。
※薬剤料以外の費用（診療・調剤の費用）はこれまでと変わりません。

特別の料金の計算方法

先発医薬品
※令和６年１０月以降、
医療上の必要性がある場合

後発医薬品

先発医薬品
※令和６年１０月以降、
患者が希望する場合

保険給付 患者
負担

保険給付

保険給付

患者
負担

患者
負担

特別の
料金

先発医薬品と
後発医薬品の価格差

価格差の1/4相当

患者負担の総額

参考



福岡県肝炎治療特別促進事業実施要綱 

第１条 目 的 

国内最大級の感染症であるＢ型ウイルス性肝炎及びＣ型ウイルス性肝

炎は、抗ウイルス療法（インターフェロン治療、インターフェロンフリー

治療及び核酸アナログ製剤治療）によって、その後の肝硬変、肝がんとい

った重篤な病態を防ぐことが可能な疾患である。しかしながら、この抗ウ

イルス治療については月額の医療費が高額となること、又は長期間に及

ぶ治療によって累積の医療費が高額となることから、早期治療の促進の

ため、この抗ウイルス治療に係る医療費を助成し、患者の医療機関へのア

クセスを改善することにより、将来の肝硬変・肝がんの予防及び肝炎ウイ

ルスの感染防止、ひいては県民の健康の保持・増進を図ることを目的とす

る。 

第２条 実施主体 

実施主体は福岡県とする。 

第３条 対象疾患 

Ｂ型ウイルス性肝炎及びＣ型ウイルス性肝炎とする。 

第４条 対象患者 

対象患者は、福岡県に住所を有する者で、前条に掲げる対象疾患にり患

したため、保険医療機関等（健康保険法（大正１１年法律第７０号）に規

定する保険医療機関又は保険薬局をいう。以下同じ。）において当該疾患

に関する医療保険各法の規定による給付を受けている者及び次に掲げる

医療保険各法の規定による被保険者又は被扶養者とする。ただし、他の法

令の規定により国又は地方公共団体の負担による医療に関する給付が行

われている者は、原則として除くものとする。 

１ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定による被保険 

 者 

２ 健康保険法、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、国家公務員共

済組合法（昭和３３年法律第１２８号）、地方公務員等共済組合法（昭

和３７年法律第１５２号）若しくは私立学校教職員共済法（昭和２８年

法律第２４５号）の規定による被保険者又は被扶養者 

３ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法第８０号）の規定に

よる医療を受けている者 

参考



第５条 対象医療の範囲 

対象医療の範囲は、Ｃ型ウイルス性肝炎の根治を目的として行われる

インターフェロン治療及びインターフェロンフリー治療並びにＢ型ウイ

ルス性肝炎に対して行われるインターフェロン治療及び核酸アナログ製

剤治療で、保険適用となっているものとする。 

なお、当該治療を行うために必要となる初診料、再診料、検査料、入院

料等については助成の対象とするが、当該治療と無関係な治療は助成の

対象としない。 

第６条 助成期間 

助成の期間は、原則として同一患者につき１年を限度とする。 

第７条 実施方法 

原則として福岡県が第５条に定める対象医療を適切に行うことができ

る保険医療機関等に対し、当該治療に必要な費用に相当する金額を交付

することにより行うものとする。 

第８条 医療費等 

前項の費用に相当する金額は、次の１に規定する額から２に規定する

対象患者が負担する額を控除した額とする。 

１ 医療保険各法の規定による医療に要する費用の額の算定方法の例に

より算定した当該治療に要する費用の額の合計額から医療保険各法の

規定による医療に関する給付に関し保険者が負担すべき額を控除した

額 

２ １ヵ月につき別表に定める額を限度とする額 

第９条 治療医療機関 

治療を行う医療機関は、福岡県肝炎対策協議会（平成２０年２月１５日

施行）が定める要件を満たしているものとし、肝炎治療特別促進事業に関

し、知事と委託契約を締結するものとする。 

第 10 条 認 定 

福岡県と委託契約を締結した治療医療機関が発行する別紙様式第３

から７号による肝炎治療受給者証の交付申請に係る診断書（以下、「診断

書」という。）を基に、対象患者の認定を行うものとする。認定を行うに

当たっては、肝炎対策協議会設置要綱第７条に規定する審査会が、知事



の要請により、肝炎治療特別促進事業の実施に必要な参考意見を具申す

るものとする。 

第 11 条 申請 

第９条の医療機関において、第３条に規定する疾患であると診断され

かつ、第４条に該当する者又は他都道府県交付の肝炎インターフェロン

治療受給者又は核酸アナログ製剤治療受給者であって、有効期間内に福

岡県に住所を有することとなった者は、別紙様式第１から３号による肝

炎治療受給者証交付申請書（以下「交付申請書」という。）及び住民票そ

の他知事が必要とするものを添えて、所管保健所等（政令市を含む。以

下「保健所」という。）を経由し、知事に提出するものとする。 

第 12 条 医療費の請求及び支払 

医療機関は、受給者証を交付された者（以下「受給者」という。）の医

療費を請求するときは、治療を行った翌月１０日までに第１号に掲げる

書類を福岡県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）に、

第２号に掲げる書類を福岡県社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基

金」という。）に提出するものとする。ただし、自己審査を行っている会

社等の直営医療機関は、受給者の診療に係る医療費を請求するときは、

肝炎治療費請求書（様式第１６号）（以下、「治療費請求書」という。）に

より知事に請求し、知事は、治療の内容を審査し支払うものとする。 

１ 当該医療費に係る事項及び国民健康保険に係る事項を併記した国民

健康保険の診療（調剤）報酬請求書並びに診療（調剤）報酬明細書 

２ 当該医療費に係る事項及び各種社会保険に係る事項を併記した各種

社会保険の診療（調剤）報酬請求書並びに診療（調剤）報酬明細書 

第 13 条 受給者証の交付 

知事は、申請書を受理した場合は、速やかに福岡県慢性肝炎認定審査

会の意見を受けて、適当と認めたときは、保健所を経由し、別紙様式第

８から９号による肝炎治療受給者証（以下、「受給者証」という。）を交

付するものとする。 

第 14 条 受給者証及び登録者記載事項等の変更 

１ 受給者証の交付を受けた者が、受給者証記載事項、加入医療保険等

に変更を生じたときは速やかに肝炎治療受給者証（変更・返納）届（様

式第１３号）（以下、「変更・返納届」）に、これを証する書面を添えて



保健所に届け出なければならない。 

２ 患者は、受療する医療機関を追加・変更しようとする場合は、肝炎

治療特別促進事業医療機関（追加・変更）申請書（様式第１５号）に

より、保健所を経由し、知事に申請することができる。 

３ 保健所は、変更事項の確認をし、受給者証の再発行等を行い、その

旨、知事に報告するものとする。 

第 15 条 受給者証の返納 

受給者証の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当することと

なった場合は、速やかに変更・返納届に受給者証を添付して保健所を経

由して知事に返納しなければならない。 

１ 福岡県に住所を有しなくなったとき。 

２ 受給者証の交付を受けた者がインターフェロン治療患者又は核酸ア

ナログ製剤治療患者でなくなったとき。

３ 受給者証の交付を受けた者が生活保護法等他法の適用を受けること

となったとき。 

４ その他受給者証を必要としなくなったとき。 

第 16 条 受給者証の再交付 

１ 受給者証を破損し、又は紛失した者は、肝炎治療受給者証再交付申

請書（様式第１４号）（以下「再交付申請書」という。）を保健所に提

出し、再交付を申請することができる。 

２ 保健所は、再交付申請書を受理し、審査の結果必要と認めた場合は、

速やかに受給者証を再交付し、その旨、知事に報告するものとする。 

第 17 条 支払業務の委託 

知事は、第１２条各号に掲げる書類の審査及び医療費の支払等の業務

を国保連合会及び支払基金へ委託して行うものとする。 

第 18 条 医療費の支払 

医療費の支払は、原則として、医療費払いとする。ただし、療養費払

いの必要があると認められたときの医療費請求は、治療費請求書により

知事に請求し、知事は治療の内容を審査し、支払うものとする。 

第 19 条 秘密保持 

患者等に与える精神的影響を考慮して、助成事業によって知り得た事



実の取り扱いについて慎重に配慮するよう留意するとともに、特に個人

が特定されうるものに係る情報（個人情報）の取り扱いについては、そ

の保護に十分に配慮するよう、関係者に対してもその旨指導するものと

する。 

   附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年５月１日から施行し、平成２０年４月１日から適用す

る。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年７月１８日から施行し、平成２０年７月１日から適用

する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年９月２２日から施行し、平成２０年９月１日から適用

する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２４年１月２０日から施行し、平成２３年１１月２５日から

適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１月２７日から施行する。 



附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行し、平成２６年９月２日から適用

する。 

附 則 

この要綱は、令和２年１２月２５日から施行する。 



（別表） 

福岡県肝炎治療特別促進事業における自己負担限度額表 

階層区分 自己負担限度額（月額） 

乙 
世帯の市町村民税（所得割）課税年額

が235,000円未満の場合 
10,000円 

甲 
世帯の市町村民税（所得割）課税年額

が235,000円以上の場合 
20,000円 



福岡県肝炎治療特別促進事業実施要領 

第１条 目  的 

福岡県肝炎治療特別促進事業を実施するにあたり、事業の円滑な推進を図るため

福岡県肝炎治療特別促進事業実施要綱に基づき必要な事項を定める。 

第２条 医療給付の申請について 

実施要綱第５条に定める医療の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、別紙様式第１から３号による肝炎治療受給者証交付申請書（以下「交付申請書」

という。）に、医師が記載した別紙様式第３から７号による肝炎治療受給者証の交付

申請に係る診断書（以下「医師の診断書」という。）、別紙様式第６号の２による肝

疾患診療連携拠点病院に常勤する日本肝臓学会専門医の意見書（必要な場合に限

る。）、申請者の氏名が記載された被保険者証等の写し、申請者及び申請者と同一の

世帯に属するすべての者について記載のある住民票の写し並びに申請者及び申請者

と同一の世帯に属する者の地方税法(昭和２５年法律第２２６号)の規定による市町

村民税の課税年額を証明する書類の写し、世帯調書（様式第１０号）を添えて、申

請者が知事あてに申請しなければならない。 

第３条 対象患者の認定について 

知事は、実施要綱第１０条に定める認定を行う際には、福岡県慢性肝炎認定審査

会（以下「審査会」という。）に意見を求め、別添１及び別添２に定める対象患者の

認定基準（以下「認定基準」という。）により適正に認定するものとする。 

ただし、核酸アナログ製剤治療の更新に関する認定においては、知事は申請者に

診断書又は検査内容及び治療内容がわかる資料を提出させた場合を除き、審査会に

意見を求めることは省略することができるものとする。 

第４条 肝炎治療受給者証の交付等について 

１ 肝炎治療受給者証 

知事は、対象患者を認定したときは、速やかに当該患者に対し、別紙様式第８

から９号による肝炎治療受給者証（以下「受給者証」という。）を交付するものと

する。 

２ 交付申請書等の取扱い 

知事は、申請書を受理したときは受理した日（以下「受理日」という。）から速

やかに当該申請に対し、その可否を決定し、否とした場合には具体的な理由を付

してその結果を申請者に通知するものとする。 

３ 受給者証の有効期間 

受給者証の有効期間は１年以内で、治療予定期間に即した期間とし、原則とし

て所管保健所等（政令市を含む。以下「保健所」という。）受理日の属する月の初

参考



日から起算するものとする。 

なお、申請書の受付月から２ヶ月先までを限度とする治療開始月を申請書にて

申出ることで、起算日をその月の初日からとすることができるものとする。 

 

第５条 対象患者が負担すべき額について 

１ 実施要綱第８条により対象患者が保険医療機関等（健康保険法（大正１１年法

律第７０号）に規定する保険医療機関又は保険薬局をいう。以下同じ。）に支払う

べき額が、実施要綱第８条２に定める額（以下「自己負担限度額」という。）に満

たない場合は、その全額を負担すべきものとする。 

２ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の規定による被

保険者については、同法上の患者負担額の範囲内で、実施要綱第８条２に定める

額を限度とする一部負担が生じるものとする。 

３ 対象患者の負担すべき額が実施要綱第８条２に定める額のうち、最高額となる

ことが明らかである場合は、最高限度額適用の同意書（様式第１１号）を添付す

ることにより、第２条に定める申請者と同一の世帯に属する者の地方税法(昭和２

５年法律第２２６号)の規定による市町村民税の課税年額を証明する書類の写しの

提出を省略することができる。 

４ 自己負担限度額の決定について 

（１）自己負担限度額の決定については、住民票上の世帯を単位とする。 

  ただし、配偶者以外の者であって、受給者及びその配偶者と、相互に地方税法

上及び医療保険上の扶養関係にない者については、受給者からの申請に基づい

て、当該「世帯」の市町村民税課税額の合算対象から除外することを認める。 

（２）市町村民税課税年額の算定に当たっては、次に定めるところによるものとす

る。 

ア 平成２４年度以降分の市町村民税課税年額の算定に当たっては、「控除廃止

の影響を受ける制度等（厚生労働省健康局所管の制度に限る。）に係る取扱い

について」（平成２３年１２月２１日健発 1221 第 8 号厚生労働省健康局長通

知）により計算を行うものとする。 

イ 平成３０年度以降分の市町村民税課税年額の算定に当たっては、市町村民

税所得割の納税義務者が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条

の１９第１項の指定都市の区域内に住所を有する場合については、地方税法

及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律(平成２９年法律第２号）第１

条による改正前の地方税法に規定する市町村民税所得割の標準税率（６％）

により算定を行うものとする。 

ウ 平成３０年９月以降において、申請者を含む世帯構成員のいずれかが、未

婚のひとり親として、地方税法第２９２条第１項第１１号イ中「夫と死別し、

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者

で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで母となった女子であっ



て、現に婚姻をしていないもの」と読み替えた場合に同号イに該当すること

となる者又は同項第１２号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻を

していない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるの

を「婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻していないもの」

と読み替えた場合に同号に該当することとなる者であるときは、その者を同

項第１１号イに定める寡婦又は同項第１２号に定める寡夫とみなして、同法

第２９５条第１項の規定により当該市町村民税が課されないこととなる者と

して、又は同法第３１４条の２第１項第８号の規定による寡婦控除及び寡夫

控除並びに同条第３項の規定による特別寡婦控除が適用された場合の所得割

額を用いることとして、算定を行うことができるものとする。 

 

第６条 自己負担限度月額管理の取扱い 

１ 知事は、受給者に対し、肝炎治療自己負担限度月額管理票（様式第１２号）（以

下「管理票」という。）を交付するものとする。 

２ 管理票の交付を受けた受給者は、肝炎治療を受ける際に受給者証とともに管理

票を保険医療機関等に提示するものとする。 

３ 管理票を提示された保険医療機関等は、受給者から自己負担額を徴収した際に、

徴収した自己負担額及び当月中にその受給者が抗ウイルス治療について、支払っ

た自己負担の累積額を管理票に記載するものとする。当該月の自己負担の累積額

が自己負担限度月額に達した場合は、管理票の所定欄にその旨を記載するものと

する。 

  なお、当該自己負担限度月額は、インターフェロン治療、インターフェロンフ

リー治療と核酸アナログ製剤治療を併用する者の場合であっても、両治療に係る

自己負担の合算額に対する１人当たりの限度月額とする。 

４ 受給者から、当該月の自己負担の累積額が自己負担限度月額に達した旨の記載

のある管理票の提出を受けた保険医療機関等は、当該月において自己負担額を徴

収しないものとする。 

 

第７条 県内に転入した場合の取扱いについて 

他の都道府県の受給者証を所持する者が、本県に転入し、引き続き受給者証の交

付を受けようとする場合には、転入日の属する月の翌月末日までに、申請書に転入

前に交付されていた受給者証の写し、住民票及び健康保険証の写しを添えて知事に

届け出なければならない。 

なお、この場合における受給者証の有効期間は、転入前に交付されていた受給者

証の有効期間の終期までとする。 

 

第８条 県外へ転出した場合の取扱いについて 

受給者証を所持する患者（以下「受給者」という。）が、県外へ転出し、転出先に



おいても引き続き当該受給者証の交付を受けようとする場合には、転出日の属する

月の翌月末日までに、転出前に交付されていた受給者証の写し等を添えて転出先の

都道府県知事に届け出るものとする。転出先の都道府県は、当該届出を受理した旨

を転出元の都道府県に伝達するとともに、転出日以降の費用を負担するものとする。 

なお、この場合における受給者証の有効期間は、転出前に交付されていた受給者

証の有効期間の終期までとする。 

 

第９条 受給者証の再交付 

既に受給者証を有している者が、紛失、破損等の理由により再交付の申請をする

ときは、受給者証再交付申請書（様式第１４号）を知事に提出しなければならない。 

 

第10条 受給者証交付申請事項等の変更 

１ 受給者証の交付を受けた者が、申請事項等を変更しようとするときは、肝炎治

療受給者証（変更・返納）届（様式第１３号）に必要な添付書類を添えて知事に

提出しなければならない。 

２ 他の都道府県に転出する場合もしくは死亡し、受給者の資格を喪失した場合に

は、受給者証をすみやかに県に返還しなければならない。 

 

第11条 治療中断による受給者証の延長 

既に受給者証を有している者が、本人に帰責性のない事由による重篤な貧血や高

度の白血球減少等の副作用等によって１ヶ月から２ヶ月程度の治療中止期間が必要

となり、助成期間を延長するときは、助成期間が満了する３ヶ月前から満了する間

までに肝炎インターフェロン治療受給者証延長申請書（副作用等）（様式第１７号）

を知事に提出するものとする。知事は当該患者に受給者証を返却させ、２ヶ月を限

度に助成期間を延長し、受給者に新たな受給者証を交付する。ただし、再治療（再

投与）及びインターフェロンフリー治療については、対象としない。 

 

第12条 ７２週投与による受給者証の延長 

既に受給者証を有している者のうち、Ｃ型慢性肝炎セログループ１かつ高ウイル

ス量症例に対するペグインターフェロン及びリバビリン併用療法を実施中の者が別

添２の認定基準を満たし、有効期間をトータル１年６ヵ月まで延長するときは、助

成期間が満了する３ヶ月前から満了後１ヶ月までに肝炎インターフェロン治療受給

者証延長申請書（７２週投与用）（様式第１８号）を知事に提出するものとする。知

事は当該患者に受給者証を返却させ、受給者に新たな受給者証を交付する。 

 

第 13条 肝炎核酸アナログ製剤治療受給者証の更新 

既に肝炎核酸アナログ製剤治療受給者証を有している者のうち、医師が治療継続

を必要と認める場合、肝炎治療受給者証交付（更新）申請書（核酸アナログ製剤治



療）（様式第３号）に、申請者の氏名が記載された被保険者証等の写し、申請者及び

申請者と同一の世帯に属するすべての者について記載のある住民票の写し並びに申

請者及び申請者と同一の世帯に属する者の地方税法(昭和２５年法律第２２６号)の

規定による市町村民税の課税年額を証明する書類の写し、世帯調書（様式第１０号）

を添えて、知事に提出するものとする。その際、様式第３号の医師の診断書に代わ

って、直近の認定・更新時以降に行われた検査内容及び治療内容が分かる資料を添

えることができるものとする。また、検査内容及び治療内容が分かる資料について

は、診断書又は検査内容がわかる資料が提出された認定以降２回目までの認定にお

いては、提出を省略させることができるものとする。知事は当該患者に受給者証を

返却させ、受給者に新たな受給者証を交付する。 

なお、更新の申請に係る申請書類の提出については、郵送によることも可能とす

る。 

 

第 14条 受給者証の取り下げ 

既に受給者証を有している者から取り下げの申し出があったときは、これを認め

ないものとする。ただし、受給者証の審査前に取り下げの申し出があった場合につ

いてはこの限りではない。 

 

第 15条 医療費の支払 

１ 知事が委託した保険医療機関等が要綱第５条に定める対象医療に要した費用と

して支払委託機関に請求する場合に当たっては、「療養の給付及び公費負担医療に

関する費用の請求に関する省令（昭和５１年厚生省令第３６号）」の定めるところ

による。 

２ 知事は、要綱第５条に定める対象医療費の請求を受けたときは、内容を審査し、

医療費を支払うものとする。 

 

第 16条 療養費の支給 

１ 知事が特に認めたときは、委託した保険医療機関等に対する抗ウイルス治療に

係る医療費の支払いに代えて、療養費を支給することができる。 

２ 療養費の支給を受けようとするときは、受給者又はその扶養義務者は、肝炎治

療費請求書（様式第１６号）に知事が委託した保険医療機関等の領収済証明を受

けて、知事あて請求するものとする。 

３ 知事は、療養費の請求を受けたときは、内容を審査し、療養費を支払うものと

する。 

 

第 17条 保険医療機関等の指導 

知事は、保険医療機関等に対して定期的な指導・助言を行うよう努めるとともに、

適正な治療が実施されていない保険医療機関等に対して、本事業における適正化の



推進に必要な措置を講じるものとする。 

 

第 18条 その他 

知事は、必要に応じて、本事業のより効果的な運用を資するための情報収集等を

行うことができるものとする。 

 

  附  則 

この要領は、平成２０年４月 1日から適用する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２０年５月１日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２０年１２月１日から施行する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２４年１月２０日から施行し、平成２３年１１月２５日から適用する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２６年１月２７日から施行し、平成２５年１１月１９日から適用する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２６年１０月１日から施行し、平成２６年９月２日から適用する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２７年１月１６日から施行する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２７年６月１９日から施行し、平成２７年５月２０日から適用する。 



 

  附  則 

 この要領は、平成２７年１２月２８日から施行し、平成２７年１２月１日から適用する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

 この要領は、平成２９年３月９日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 

 附  則 

 この要領は、平成３０年４月２６日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

附  則 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

 この要領は、令和２年４月２１日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 

  附  則 

 この要領は、令和２年１２月２５日から施行する。 

 




